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１ 共通 

① 概要 

Ｑ１ 教育訓練休暇等付与コースと人への投資促進コースの教育訓練休暇の

制度導入の違いを教えてください。 

Ａ１ 教育訓練休暇等付与コースでは、「教育訓練休暇制度（３年間で５日以上

の休暇制度の導入）」を助成対象としています。 

一方、人への投資促進コースでは、30 日以上の長期に渡る教育訓練休暇

の制度を導入した場合を対象とした「長期教育訓練休暇制度」に加え、「教

育訓練短時間勤務等制度（教育訓練短時間勤務制度及び所定外労働時間の免

除制度）」を助成対象としています。 

なお、この Q&A においては、「長期教育訓練休暇制度」、「教育訓練短時間

勤務等制度」の２つの総称として、「人への投資促進コース（長期教育訓練

休暇等制度）」と呼びます。 

 

② 導入する制度 

Ｑ２ ○○支店、××支店のように事業場が複数ある場合は、全ての事業場の

就業規則に導入する必要があるのでしょうか。 

Ａ２ 教育訓練休暇等付与コースと人への投資促進コース（長期教育訓練休暇

等制度）の申請単位は、雇用保険適用事業所単位や事業場単位ではなく、事

業主単位（事業主が法人である場合は法人単位）です。したがって、事業主

内の全ての事業場の就業規則に制度を導入する必要があります。 

なお、雇用保険適用事業所が複数ある事業主の場合は、主たる事業所（登

記上に住所を記載している雇用保険適用事業所）が他の事業所の分をまとめ

て、主たる事業所が所在する労働局に助成金の申請手続きを行います。 
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Q３ 弊社は、常時 10 人以上の労働者を使用する事業主です。教育訓練休暇

制度を規定した就業規則は、いつまでに管轄の労働基準監督署（以下、監

督署）へ届け出ればよいのでしょうか。また、教育訓練休暇制度を労働協

約に規定する場合、いつまでに締結すればよいのでしょうか。 

A３ 教育訓練休暇制度を規定した就業規則は、制度施行日までに監督署へ届け

出る必要があり、教育訓練休暇制度を規定するものが、就業規則ではなく、

労働協約である場合は、制度施行日までに締結しなければなりません。また、

就業規則・労働協約いずれの場合においても、制度施行日までに労働者に周

知することが必要です。 

なお、制度施行日は、制度導入・適用計画届（訓練休暇様式第 1 号）の計

画期間の初日と同日になります。 

 

Q４ 弊社は、常時 10 人未満の労働者を使用する事業主です。常時 10 人未

満の労働者を使用する事業主には、労働基準法上、就業規則の作成義務が

ないため、慣例的に教育訓練休暇を付与しようと考えています。対象にな

りますか。 

A４ 本助成金を受給するためには、常時 10 人未満の労働者を使用する事業主

であっても、教育訓練休暇制度を就業規則に規定する（または制度を規定し

た労働協約を締結する）必要があります。したがって、慣例的に教育訓練休

暇を付与する場合や、個別労働契約により教育訓練休暇を付与する場合は、

対象外となります。 

ただし、監督署への就業規則の届け出については、常時 10 人未満の労働

者を使用する事業主である場合、制度施行日までに事業主と労働組合等の労

働者代表者による申立書を作成することに変えることができます。 

なお、常時 10 人未満の労働者を使用する事業主であっても、教育訓練休

暇制度を規定した就業規則又は労働協約を制度施行日までに労働者に周知

することが必要です。 
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Q５ 制度導入・適用計画届提出時には、1 つの事業場しかなく、その事業場

の従業員を対象とする就業規則を作成していましたが、3 年間の制度導

入・適用期間の間に事業場が 2 か所に増えた場合、新たな手続は必要です

か。 

A５ 上記の場合、新たな手続は不要です。なお、変更内容により、変更届の提

出が必要な場合がありますので、計画を変更される場合は、事前に、計画を

提出された都道府県労働局までご相談ください。 

 

Ｑ６ 教育訓練休暇制度を適用した労働者が、計画届を提出した主たる事業

所から同一法人内の他の適用事業所に異動しました。申請は可能でしょ

うか。 

Ａ６ 申請可能です。教育訓練休暇等付与コースと人への投資促進コース（長期

教育訓練休暇等制度）の申請単位は、雇用保険適用事業所単位や事業場単位

ではなく、事業主単位（事業主が法人である場合は法人単位）での申請とな

りますので、労働者の異動先に関わらず主たる事業所を管轄する労働局へ

申請することになります。 

 

 

③ 制度を活用して受講する教育訓練 

Q７ 弊社の労働者が、年次有給休暇を取得して自発的に教育訓練を受講する

のですが、助成対象となりますか。 

A７ 労働基準法第 39 条の年次有給休暇を取得して自発的に教育訓練を受講す

る場合は、助成対象となりません。 
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Ｑ８ 労働者が教育訓練休暇制度を活用して受講する教育訓練の実施方法に

ついて、e ラーニングや通信制による教育訓練である場合も助成対象にな

りますか。 

A８  e ラーニングや通信制による教育訓練であっても助成対象になります。

ただし、教育訓練を教育訓練休暇制度取得中に受講したことを確認するた

めの書類（修了証、ログ等）の提出が必要となりますのでご留意ください。

通信制の場合は、教育訓練休暇制度取得中に訓練を実施したことに係る疎

明書の提出が必要となります。 

    

Q９ 労働者が教育訓練休暇制度を活用して受講する教育訓練について、人材

開発支援助成金の他のコースのように、1 コースあたり 10 時間以上であ

ることという OFF-JT の最低時間数要件はありますか。 

A９  労働者が教育訓練休暇制度を活用して受講する OFF-JT の最低時間数につ

いては要件を設けていません。 

 

Q10 教育訓練休暇制度の導入前に申込みをした教育訓練も、教育訓練休暇

制度を活用して受講する教育訓練の実施が導入後であれば助成対象とな

りますか。 

A10 教育訓練の際に取得した休暇が教育訓練休暇制度の導入後に取得された

ものであれば助成対象となります。 
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Q11 労働者が教育訓練休暇制度を活用して受講する教育訓練について、具

体的にどのような教育訓練が助成対象となりますか。 

A11 助成対象となる教育訓練は、業務命令ではなく、労働者が自発的に受ける

事業主以外が実施する教育訓練です。主な具体例は以下のとおりです。 

（一例） 

・職業訓練校が実施する訓練 

・民間の教育訓練機関等が実施する訓練、研修 

・大学・大学院等が開催する講座 

 

ただし、教育訓練を教育訓練休暇制度取得中に受講したことを確認するた

めの書類（修了証等）の提出が必要となりますのでご留意ください。 

また、受講する教育訓練が助成対象となるか判断が難しい場合は、具体的

な教育訓練の内容が分かる書類を持参の上、事前に各都道府県労働局へお問

合せください。 

 

Q12 助成対象とならない訓練を教えてください。 

Ａ12 通常の事業活動として遂行されるものを目的としてするもの、業務命令

により受講させるもの、労働者の教育訓練休暇以外の休暇日に受講するも

のは助成対象となりません。具体例は以下のとおりです。 

(一例) 

・OJT、時局講演会、研究会、学会、博覧会、見学会、視察旅行 など 

 

   また、雇用保険被保険者のキャリア形成を支援するための助成ですので、

趣味・教養に関する訓練は助成対象となりません。 

   なお、法令等で事業主に対して、労働者への講習等の実施が義務付けられ

た講習等の場合は、業務命令による受講となるため原則として助成対象外

ですが、法令等で義務づけられた範囲外の労働者が自発的に受講する場合

は助成対象となります。 
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④ 併給 

Q13 人への投資促進コース（自発的職業能力開発訓練）と同時に受給できま

すか。 

A13 両コースの支給要件を満たした場合、同時に受給することができます。教

育訓練休暇等付与コース・人への投資促進コース（長期教育訓練休暇等制度）

を活用して導入した制度の取得日に受講する訓練の経費について人への投

資促進コース（自発的職業能力開発訓練）で助成を受けることができます。 

 

Q14 人への投資促進コース（自発的職業能力開発訓練・長期教育訓練休暇等

制度）以外の人材開発支援助成金の他コース・メニューと同時に受給でき

ますか。 

A14 人材育成支援コースや事業展開等リスキリング支援コース等では、育児休

業中訓練（育児中の労働者が自発的に教育訓練を行うもの）を除き、事業主

による業務命令で行う訓練を助成対象としており、労働者が自発的に行う

教育訓練を助成対象としていません。 

   そのため、支給要件を同時に満たすことはありませんので、同時に受給す

ることはできません。 

 

Ｑ15 教育訓練休暇制度を既に導入済みですが、新たに長期教育訓練休暇制

度を導入する場合は助成対象となりますか。 

Ａ15 過去にキャリア形成促進助成金や人材開発支援助成金の教育訓練休暇制

度を受給している場合、新たに長期教育訓練休暇制度を導入しても経費助

成は助成対象となりませんが、新たに長期教育訓練休暇制度を導入した上

で、長期教育訓練休暇を有給で付与する場合は賃金助成の対象となります。 
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Ｑ16 弊社において既に導入済みの教育訓練休暇制度では、連続休暇を 10 日

までしか認めていなかったところ、連続休暇を 30 日まで認めるよう制度

内容を変更しましたが、長期教育訓練休暇制度の助成対象となりますか。 

Ａ16 既に導入済みの教育訓練休暇制度について、支給要件を満たすように制

度内容を変更した場合は、「新たに導入した」に該当しないため、経費助成

の対象とはなりません。ただし、長期教育訓練休暇制度については、既に制

度を導入済みの場合であっても、以下の a 又は b いずれかの要件を満たし、

有給の長期教育訓練休暇を付与する場合は、賃金助成の対象となります。 

a 直近の３事業年度に長期教育訓練休暇制度を適用した被保険者が３人未 

満であること又は直近事業年度に当該制度を適用した被保険者がいない 

こと。 

b 制度の見直しを行うなど、長期教育訓練休暇制度に基づく休暇の取得者 

を増加するための具体的な取組を新たに事業内計画に規定すること。 

 

Ｑ17 教育訓練休暇制度を既に導入済みですが、教育訓練短時間勤務等制度

を新たに導入する場合は助成対象となりますか。 

Ａ17 教育訓練短時間勤務等制度については、過去にキャリア形成促進助成金

や人材開発支援助成金で（長期）教育訓練休暇制度の経費助成を受給してい

る場合であっても助成対象となります。 

ただし、新たに、無給の教育訓練短時間勤務等制度を導入する場合、既に

同程度（※）の期間の取得が可能な有給または無給の教育訓練休暇（時間単

位での取得が可能なものに限る。）を導入済みの場合は、助成対象となりま

せん。 

   また、有給の教育訓練短時間勤務等制度を導入する場合は、既に同程度

（※）の期間の取得が可能な有給の教育訓練休暇（時間単位での取得が可能

なものに限ります）を導入済みの場合は、助成対象となりません。 
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※ 同程度とは、１時間単位で合計 30 時間以上かつ 30 回以上の休暇の取得

可能な制度を指します。 

 

 

２ 教育訓練休暇等付与コース（教育訓練休暇制度） 

Q18 ３年間の計画期間の間に被保険者 1 人に５日以上教育訓練休暇を取得

させる要件（被保険者が 100 人未満の企業の場合）について、教育訓練

休暇を時間単位で取得する場合、何時間取得すれば１日に換算されます

か。 

A18 休暇取得日数の時間換算については、個人の所定労働時間ごとに異なりま

す。所定労働時間が 8 時間の場合は合計 8 時間、所定労働時間が 5 時間の

場合は合計 5 時間で１日取得したことになります。 

 

Q19 ３年間の計画期間の間に被保険者 1 人に５日以上教育訓練休暇を取得

させる要件（被保険者が 100 人未満の企業の場合）について、１日の所

定労働時間が月・火・木・金は 7.5 時間、水・土は４時間である労働者

が、土曜日に１日（４時間）教育訓練休暇を取得する場合、１日として計

上されますか。 

A19 1 日として計上されます。  
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３ 人への投資促進コース（長期教育訓練休暇制度） 

Ｑ20 弊社は既に長期教育訓練休暇制度を導入している事業主ですが、活用

するためには、「制度の見直しを行うなど、長期教育訓練休暇制度に基づ

く休暇の取得者を増加するための具体的な取組を新たに事業内職業能力

開発計画に規定すること」に該当する必要がありますが、事業内職業能力

開発計画には具体的にどのような記載が必要ですか。 

A20 「社内で定期的に長期教育訓練休暇制度の周知を図る」や「会社で必要な

知識や技能を一覧化した職業能力体系図（スキルマップ等）の作成・更新を

行い、労働者の学び直しに対する意識を向上させる取組を行う」など、具体

的な取組を記載する必要があります。 

 

Q21 導入する制度について、時間単位で取得が可能な制度でも助成対象と

なりますか。 

A21 助成対象となります。ただし、日単位での取得が可能な制度である必要が

あります。 

 

Q22 10 日以上連続して休暇を取得することという要件がありますが、1 日

の所定労働時間が 8 時間である労働者が、所定労働日において４時間の

休暇を 15 日連続して時間単位の休暇を取得した場合、当該要件を満たす

ことになりますか。 

A22 10 日以上連続して休暇を取得することは、１日単位での 10 日以上連続

する必要があるため、本件の場合は満たしません。 

 

Q23 弊社の労働者が県外で訓練を受けるため、30 日の長期教育訓練休暇を

取得しました。30 日のうち２日は、移動で訓練等を受けていませんでし

た（残りの 28 日は訓練等を受講しています）が、「30 日以上の長期教育

訓練休暇を取得させること」という要件を満たすことになりますか。 
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A23 「30 日以上の長期教育訓練休暇を取得させること」という要件の前に、

「訓練等の受講日数が、長期教育訓練休暇の取得日数の２分の１以上であ

ること」という要件を満たしているかがポイントになります。この要件を満

たしていない場合は、休暇を取得させた全ての日を「30 日以上の長期教育

訓練休暇を取得させること」に計上することができません。今回、30 日の

うち 15 日以上訓練等を受講しているので、当該要件を満たすことになるた

め、「30 日以上の長期教育訓練休暇を取得させる」という要件も満たすこと

になります。 

 

Q24 弊社では、有給の長期教育訓練休暇制度を導入しており、休暇取得者に

対して、１日あたり労働基準法第 12 条の平均賃金（３か月間に支払われ

た賃金総額を３か月間の歴日数で割った額）を支払うことにしています。

この場合、賃金助成の対象になりますか。 

A24 賃金助成の対象になりません。賃金助成の対象となるのは、所定労働時間

労働した場合に支払われる通常の賃金の額以上を支払う場合です。 

 

 

４ 人への投資促進コース（教育訓練短時間勤務等制度） 

Q25 所定労働時間を短縮する制度について、短縮した所定労働時間につい

ては有給である必要はありますか。 

A25 短縮した所定労働時間について、有給である必要はありません。 

 


